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平成１４年３月期  中間決算短信（連結）   平成１３年１１月２２日 

 

上 場 会 社 名 中越パルプ工業株式会社 上 場 取 引 所 東証･大証 

コ ー ド 番 号 ３８７７ 本社所在都道府県 東京都 

問 合 せ 先 責任者役職名  取締役企画管理本部長  

 氏      名  五 十 田  光 ＴＥＬ   （０３）３５４４－１５２２ 

決算取締役会開催日 平成 13 年 11 月 22 日  

 
１．１３年９月中間期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日） 
(1)連結経営成績               （注）記載金額については百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 

１３年９月中間期 ５６，００６  （  △３．０ ） ２，９６５  （ △２５．２ ） ２，４１５   （ △２３．４ ） 

１２年９月中間期 ５７，７３７  （   －   ） ３，９６２  （   －   ） ３，１５４   （   －   ） 

１ ３ 年 ３ 月 期 １１５，７４６ ８，２７９ ６，７４３ 

 

 中間（当期）純利益 
１ 株 当 た り 

中間（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり中間（当期）純利益 

 百万円        ％ 円  銭 円  銭 

１３年９月中間期 ２８８   （ △３８．４ ） ２  ５３ －  － 

１２年９月中間期 ４６８   （   －   ） ４  １０ －  － 

１ ３ 年 ３ 月 期 ４５４ ３  ９７ －  － 
 (注)①持分法投資損益 13 年 9 月中間期 －百万円  12 年 9 月中間期 －百万円  13 年 3 月期 －百万円 
    ②期中平均株式数（連結） 13 年 9 月中間期 114,391,366 株 12 年 9 月中間期 114,390,784 株 13 年 3 月期 114,390,967 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
    ⑤平成１２年９月中間期は中間連結財務諸表作成初年度のため､対前年中間期増減率については記載しておりません｡ 

 

(2)連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１３年９月中間期 １６５，６３０ ４７，８８７ ２８．９ ４１８  ６３ 

１２年９月中間期 １７０，０８３ ４８，１７６ ２８．３ ４２１  １５ 

１ ３ 年 ３ 月 期 １６６，８３５ ４８，１４７ ２８．９ ４２０  ９０ 
(注)①期末株式数（連結） 13 年 9 月中間期 114,391,346 株  12 年 9 月中間期 114,391,377 株  13 年 3 月期 114,390,738 株 

 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

１３年９月中間期 ２，３２４ △２，６０６ △１，６６１ １，８１９ 

１２年９月中間期 ５，６７７ △５，４５０ △２，０４５ ３，３６０ 

１ ３ 年 ３ 月 期 １３，４０６ △５，９７４ △８，８４８ ３，７６２ 

 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  ９社  持分法適用非連結子会社数  ０社  持分法適用関連会社数  ０社 

 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  ０社  (除外)  ０社  持分法 (新規)  ０社  (除外)  ０社 

 

２．１４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通 期 １１１，０００ ４，４００ ３５０ 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）  ３円 ０６銭 
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 企 業 集 団 の 状 況  
 

当社の企業集団は、当社及び子会社22社、及び関連会社2社により構成されており、紙パルプ製品の製造販売を

主たる業務としており、さらに、その原材料等の供給、製品の断裁加工・包装選別、並びに製品の物流及びその他の

サービス等の事業活動を展開しております｡ 

事業の系統図は次のとおりであります。 
 
 

 
 

【 そ の 他 の 事 業 】

[テニスクラブ]

［紙断裁選別包装］

［運送］

［ビル賃貸］

［設備設計施工･修理］

［産業廃棄物処理］

[保険]

［原材料］

【紙・パルプ及び紙製品製造】

中越パルプ工業㈱

（連結子会社）
　 中越パッケージ㈱
　 ㈱文運堂
 　九州板紙㈱
 　三善製紙㈱

（非連結子会社）
　 中央紙工㈱

(連結子会社)
 鹿児島化成㈱

(非連結子会社)
 中越緑化㈱
 中越緑産㈱
 ㈲南薩緑化センター
 高岡化成㈱
 共同エステート㈱
 九州紙管㈱

(関連会社)
 New Zealand Plantation
            Forest Co., Ltd

(関連会社)
 エヌシー共同開発㈱

(連結子会社)
 北陸紙工㈱

(非連結子会社)
 鹿児島興産㈱
 石川紙工㈱

(非連結子会社)
共友商事㈱

(非連結子会社)
㈱高岡ロイヤルテニスクラブ

(非連結子会社)
 鹿児島機工㈱
 北陸エンジニアリング㈱

［製品・商品］

(連結子会社)
 中越ビル㈱

(連結子会社)
 北陸流通㈱
 九州流通㈱
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 経 営 方 針  

1.経営の方針 

当社グループは、常に市場ニーズに密着し、創造的で信頼性の高い技術をもって、人と環境にやさし

い「紙」の開発と安定した製品の供給により、経済・社会・文化の発展に寄与することを社会的使命と認

識し「紙」の文化の創造に果敢に挑戦しております。 

そして、｢株主重視｣「顧客重視」に心がけ、当社グループの総合力に対する信頼性と収益性の確保・

向上を目指し、株主・顧客・社員・企業の共存共栄を図るとともに、社会に対する貢献を重点に企業活動

を行ってまいります。 

また、グローバル化に対応し、迅速な情報開示に努め、透明な経営姿勢を保ち、加えて、効率的な連

結経営を行うことで、国際競争力の強化を図り、当社グループの存在価値を高めてまいります。 

 

2.利益配当に関する基本方針 

従来より、株主に対する利益還元を経営の重要政策と位置づけ、業績の状況や内部留保の充実を考

慮しながら、安定配当の実施を基本方針としております。 

 

3.中長期的経営政策 

当社グループは、国際競争力の強化を図るべく、収益基盤の改善に向けて、平成 11 年 3 月にリストラ

計画を公表し、全社を挙げて省力化による人員削減、操業の効率化によるコスト削減および有利子負

債の圧縮による財務体質強化などを推進しております。 

◎リストラ計画(3 年計画  目標 2002 年 3 月) 

①能町新コーターの一層の戦力アップと有利品種への展開 

②省力化 

20%を目標とする人員の削減 

③コスト削減 

④財務体質強化 

有利子負債 15%圧縮 

⑤関係会社の体質強化 

さらに環境問題につきましても、いち早く環境マネージメントシステムを構築し、地球温暖化防止、古

紙利用促進等「環境にやさしい企業活動」を行動指針として取り組んでおり、中越パルプ工業の全工場

をはじめとして、当社グループの５事業所で ＩＳＯ14001 の認証取得を完了するなど、そのマネージメント

システムの運用の維持・向上に努めております。また ＩＳＯ9001の認証を取得した事業所もあり、着実に

グループ挙げて総合力強化の取り組みを進めております。 
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 経 営 成 績  

1.当中間期の概況 

当中間期においては、ＩＴバブルの弾けた米国経済の減速により世界経済全体が失速感を増すなか、日本

では構造改革を旗印とする小泉内閣が国民の圧倒的支持を受けて誕生しました。しかし経済の実態として

は依然個人消費に回復の気運は見られず、そのため一層企業マインドの冷え込みが蔓延し、株安や土地価

格の下落に顕著なように、デフレ不況の様相を呈してきております。 

紙パルプ業界におきましても、前期とは様変わりしたＩＴ関連需要の低迷と輸入紙の攻勢による市況の軟

化に見舞われており、こうした厳しい環境のなか当社グループは、価格重視を第一義に、市場ニーズに対応

した生産・販売政策を推進してまいりました。そのため前年同期比では若干の減販を余儀なくされましたが、

コスト面ではリストラ計画を強力に推進し、当社グループ挙げてコスト低減に努めてまいりました。 

この結果、当中間期の連結売上高は 56,006 百万円（前年同期比 1,731 百万円減）、営業利益は 2,965 百

万円（同 996 百万円減）、経常利益は 2,415 百万円（同 739 百万円減）、中間純利益は 288 百万円（同 179

百万円減）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

紙･パルプ及び紙製品製造事業については、市況の悪化に伴い、売上高は 54,216 百万円（前年同期比 

1,844 百万円減）、営業利益は 2,782 百万円（同 1,002 百万円減）となりましたが、その他の事業については、

売上高は 6,092 百万円（同 8 百万円増）、営業利益は 175 百万円（同 7 百万円増）となりました。 

 

2.通期の見通し 

今後の見通しについては、国内経済の先行き不安から個人消費・企業設備投資の低迷が更に深刻化す

るなか、米国での同時多発テロ事件の影響による景気下押し懸念も加わって、デフレスパイラルの渦から逃

れられない状況にあります。このため紙パルプ業界におきましても、国内経済失速に伴う需要不振は暫く続く

とみられ、またコストアップに繋がる原燃料価格の動向についても予断を許さない環境にありますので、当社

グループとしましては引き続きリストラ施策の着実な遂行を前提に、グループ挙げて計画した収益の確保に

努めていく所存であります。 

なお通期の業績につきましては、売上高 1,110 億円､経常利益 44 億円､当期純利益 3 億 5 千万円を予想

しております。 
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 中 間 連 結 財 務 諸 表 等  

Ⅰ．中間連結貸借対照表 
        (単位：百万円) 

期 別 

  科  目 

当中間期 

(H13.9.30 現在) 

前    期 

(H13.3.31 現在) 
前期差 

前中間期 

(H12.9.30 現在) 

資  産  の  部     

流  動  資  産 ５２，４４１ ５３，３００ △８５８ ５３，７０８ 

現 金 及 び 預 金 ２，０８８ ４，０４５ △１，９５６ ３，６５６ 

受取手形及び売掛金 ３４，６７２ ３５，１６７ △４９５ ３５，８８０ 

有 価 証 券 １１７ １１３ ４ － 

た な 卸 資 産 １４，２２４ １３，１２２ １，１０２ １２，１８９ 

繰 延 税 金 資 産 ４３５ ３４９ ８５ ６６６ 

そ の 他 ９５３ ５３７ ４１６ １，３４７ 

貸 倒 引 当 金 △ ５０ △ ３４ △１５ △３１ 

固  定  資  産 １１３，１８８ １１３，５３５ △３４６ １１６，３７５ 

( 有形固定資産 ) （１０１，６６７） （１０２，８６２） （△１，１９４） （１０５，３２９） 

建 物 及 び 構 築 物 ２４，４４５ ２４，７２５ △２７９ ２４，９７２ 

機械装置及び運搬具 ６７，５８５ ６９，４６２ △１，８７７ ７１，７２７ 

土 地 ７，９５４ ７，８６３ ９１ ７，５９５ 

建 設 仮 勘 定 １，０８７ ２１０ ８７７ ４６４ 

そ の 他 ５９３ ６００ △７ ５６９ 

( 無形固定資産 ) （３２４） （３４２） （△１８） （    ３７８） 

( 投資その他の資産 ) （１１，１９６） （１０，３２９） （８６６） （１０，６６７） 

投 資 有 価 証 券 ５，７３２ ５，７３３ △１ ７，２４７ 

繰 延 税 金 資 産 ３，３４３ ２，４４７ ８９５ １，２６２ 

そ の 他 ２，２２１ ２，２４４ △２３ ２，２５９ 

貸 倒 引 当 金 △ １００ △ ９６ △４ △１０２ 

資   産   合   計 １６５，６３０ １６６，８３５ △１，２０４ １７０，０８３ 

負  債  の  部     

流  動  負  債 ７５，１４８ ７２，６８０ ２，４６８ ７２，９２２ 

支払手形及び買掛金 １７，０９７ １８，４８０ △１，３８３ １８，４３６ 

短 期 借 入 金 ４９，２９３ ４５，７８３ ３，５１０ ４６，５４２ 

未 払 法 人 税 等 １，１６６ １，２６０ △９３ ２３４ 

そ の 他 ７，５９１ ７，１５６ ４３４ ７，７０９ 

固  定  負  債 ４１，１３５ ４４，４８６ △３，３５１ ４７，４０４ 

転 換 社 債 １，８４１ １，８４１ － １，８４１ 

長 期 借 入 金 ３０，４９６ ３５，３１７ △４，８２０ ４１，０１９ 

退 職 給 付 引 当 金 ７，９２１ ６，４５４ １，４６６ ３，７１６ 

役員退職慰労引当金 ７５１ ７４７ ４ ６９１ 

そ の 他 １２５ １２６ △１ １３６ 

負   債   合   計 １１６，２８４ １１７，１６７ △８８３ １２０，３２７ 

少  数 株 主 持 分 １，４５９ １，５２１ △６２ １，５８０ 

資 本 の 部     

資 本 金 １７，２５９ １７，２５９ － １７，２５９ 

資 本 準 備 金 １４，３７０ １４，３７０ － １４，３７０ 

連 結 剰 余 金 １６，４９０ １６，６１４ △１２４ １６，９７２ 

その他有価証券評価差額金 ６０ １９６ △１３５ △１３２ 

自 己 株 式 △ ０ △０ ０ △０ 

子会社の所有する親会社株式 △ ２９３ △２９３ － △２９３ 

資   本   合   計 ４７，８８７ ４８，１４７ △２５９ ４８，１７６ 

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分 

及 び 資 本 合 計 
１６５，６３０ １６６，８３５ △１，２０４ １７０，０８３ 
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Ⅱ．中間連結損益計算書 
        (単位：百万円) 

期 別 

 

  科  目 

当中間期 

(H13.4.1～H13.9.30) 

前中間期 

(H12.4.1～H12.9.30) 
前年同期差 

前    期 

(H12.4.1～H13.3.31) 

売 上 高 ５６，００６ ５７，７３７ △１，７３１ １１５，７４６ 

売 上 原 価 ４１，６８０ ４２，８３０ △１，１４９ ８５，４９８ 

売 上 総 利 益 １４，３２５ １４，９０７ △５８２ ３０，２４７ 

販売費及び一般管理費 １１，３５９ １０，９４５ ４１４ ２１，９６７ 

営 業 利 益 ２，９６５ ３，９６２ △９９６ ８，２７９ 

営  業  外  収  益 ２１５ １９２ ２３ ４１２ 

受 取 利 息 ５ １１ △５ ２１ 

受 取 配 当 金 ８８ ５８ ３０ ８４ 

雑 収 入 １２１ １２２ △１ ３０５ 

営  業  外  費  用 ７６６ １，０００ △２３４ １，９４８ 

支 払 利 息 ６９２ ８０１ △１０８ １，５８９ 

雑 損 失 ７３ １９９ △１２５ ３５９ 

経 常 利 益 ２，４１５ ３，１５４ △７３９ ６，７４３ 

特   別   利   益 － ８ △８ １ 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － ８ △８ １ 

特   別   損   失 １，８４９ ２，１８３ △３３４ ５，７１７ 

退職給付会計基準変更時差異費用処理額 １，７４４ ６９７ １，０４６ ３，４８８ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ６９ １，３４７ △１，２７７ １，９６７ 

そ の 他 ３５ １３８ △１０３ ２６１ 

税金等調整前中間(当期)純利益 ５６５ ９７８ △４１３ １，０２７ 

法人税､住民税及び事業税 １，２１０ ２３８ ９７１ １，４３９ 

法 人 税 等 調 整 額 △８８６ ２３２ △１，１１８ △８６３ 

少 数 株 主 損 益 △４７ ３８ △８６ △２ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ２８８ ４６８ △１７９ ４５４ 

 
 
Ⅲ．中間連結剰余金計算書 

              (単位：百万円) 
期 別 

  科  目 

当中間期 

(H13.4.1～H13.9.30) 

前中間期 

(H12.4.1～H12.9.30) 
前年同期差 

前    期 

(H12.4.1～H13.3.31) 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 １６，６１４ １６，８４６ △２３２ １６，８４６ 

連 結 剰 余 金 減 少 高 ４１３ ３４３ ６９ ６８６ 

配 当 金 ３４３ ３４３ △０ ６８６ 

役 員 賞 与 ７０ － ７０ － 

連 結 剰 余 金 増 加 高     

中 間（当期）純利益 ２８８ ４６８ △１７９ ４５４ 

連結剰余金中間期末（期末）残高 １６，４９０ １６，９７２ △４８２ １６，６１４ 
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Ⅳ．中間連結キャッシュフロー計算書 
 

期 別 

 

  科  目 

当中間期 

(H13.4.1～H13.9.30) 

前中間期 

(H12.4.1～H12.9.30) 
前年同期差 

前    期 

(H12.4.1～H13.3.31) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純利益 ５６５ ９７８ △４１３ １，０２７ 

減 価 償 却 費 ３，８９１ ３，８４８ ４３ ７，７５５ 

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ２０ ９１ △７１ ８８ 

退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 － △３，２５３ ３，２５３ △３，２５３ 

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 １，４６６ ３，７１６ △２，２５０ ６，４５４ 

役員退職慰労引当金の増減額 ４ △１３４ １３９ △７９ 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △９４ △６９ △２４ △１０６ 

支 払 利 息 ６９２ ８０１ △１０８ １，５８９ 

固 定 資 産 除 却 損 １４ ８６ △７２ １８７ 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 － － － ９４ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ６９ １，３４７ △１，２７７ １，９６７ 

売 上 債 権 の 増 減 額 ４９５ △１，７４０ ２，２３５ △１，０２７ 

た な 卸 資 産 の 増 減 額 △１，１０２ ３６７ △１，４６９ △５６５ 

そ の 他 資 産 の 増 減 額 △３５５ △１６９ △１８６ ２５１ 

仕 入 債 務 の 増 減 額 △１，４４０ ６８９ △２，１３０ ７３２ 

そ の 他 負 債 の 増 加 額 ４０３ ２３１ １７１ ２１０ 

未 払 消 費 税 等 の 減 少 額 △３０４ △１９８ △１０６ △６６ 

そ の 他 △８０ ２２ △１０２ ２０ 

小         計 ４，２４６ ６，６１６ △２，３７０ １５，２８０ 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ９５ ６９ ２６ １０８ 

利 息 の 支 払 額 △７１３ △７８３ ７０ △１，５８１ 

法 人 税 等 の 支 払 額 △１，３０４ △２２５ △１，０７８ △３９９ 

営 業 活 動 によるキャッシュ・フロー ２，３２４ ５，６７７ △３，３５２ １３，４０６ 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有 形 固 定 資 産 の 取 得 による支 出 △２，２３５ △５，３６０ ３，１２４ △７，４８９ 

有 価 証 券 の 売 却 による収 入 １１ － １１ － 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 による支 出 △３２２ △６１ △２６１ △１９９ 

投 資 有 価 証 券 の 売 却 による収 入 ０ １６ △１６ １，３８９ 

そ の 他 △５８ △４５ △１３ ３２４ 

投 資 活 動 によるキャッシュ・フロー △２，６０６ △５，４５０ ２，８４３ △５，９７４ 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 １，８９９ ４，１８５ △２，２８６ ８７１ 

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ５２０ ２４５ ２７５ １，２２０ 

長期借入金の返済による支出 △３，７２９ △６，１２８ ２，３９８ △１０，２４９ 

自 己 株 式 の 増 減 ０ ０ △０ ０ 

配 当 金 の 支 払 額 △３４４ △３４０ △３ △６８２ 

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △６ △７ ０ △７ 

財 務 活 動 によるキャッシュ・フロー △１，６６１ △２，０４５ ３８３ △８，８４８ 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △１，９４２ △１，８１８ △１２４ △１，４１６ 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 ３，７６２ ５，１７８ △１，４１６ ５，１７８ 

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 １，８１９ ３，３６０ △１，５４０ ３，７６２ 
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Ⅴ．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数  ９社 
連結子会社の名称 ……… 中越パッケージ㈱，㈱文運堂，九州板紙㈱，三善製紙㈱，北陸流通㈱， 

九州流通㈱，鹿児島化成㈱，北陸紙工㈱，中越ビル㈱ 
（２）主要な非連結子会社の名称等 

・北陸エンジニアリング㈱他１２社 
（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社１３社は､いずれも小規模会社であり､合計の総資産､売上高､中間純損益及び剰余金（持分に
見合う額）は､いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります｡ 

 
２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結子会社数及び関連会社数 
該当事項はありません｡ 

（２）持分法を適用していない非連結子会社（北陸エンジニアリング㈱他１２社）及び関連会社 2 社（エヌシー共同開発
㈱，New Zealand Plantation Forest Co., Ltd.）は､それぞれ中間純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり､
かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております｡ 

 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

すべての連結子会社の中間期の末日は､中間連結決算日と一致しております｡ 
 
４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
①  有価証券 

  その他有価証券 
時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法により算定） 
時価のないもの………主として移動平均法による原価法 

②  たな卸資産………主として移動平均法による原価法 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 …… 減価償却は以下の方法を採用しております。 
当社 本社 ………… 定率法 
当社 川内工場・能町工場・二塚工場……定額法 
連結子会社 ………… 主として定率法 
（ただし、当社の本社及び連結子会社は、平成１０年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）については定額法によっております。） 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物及び構築物…７～５０年 機械装置及び運搬具…４～１５年 

② 無形固定資産 …… 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間(５年)に基づいております。 

（３）重要な引当金の計上基準 
① 貸 倒 引 当 金 …… 売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております｡ 

② 
 

退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発
生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異（６，９７７百万円）については、２年による按分額を
費用処理しております｡ 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することとしております。 

③ 役員退職慰労引当金 …… 役員の退職に際して支給する退職慰労金に充てるため、主として内規に
基づき算定した中間期末要支給額を計上しております。 

 
（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については､通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

 
（５）消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理の方法については税抜処理を採用しております｡ 
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は､手許現金､随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり､かつ､価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償還期
限の到来する短期投資からなっております｡ 

 

 

（注記事項） 
              （百万円） 

 当中間期 前中間期 前   期 

１．有形固定資産の減価償却累計額 160,651 153,521 156,950 

２．受取手形割引高 
    〃   裏書譲渡高 

231 
- 

(注)上記金額には中間期
末日満期手形が含ま
れております。 
受取手形割引高 88 

433 
13 

(注) 同   左 
 
 

受取手形割引高 196 
  〃 裏書譲渡高 5 

287 
10 

(注)上記金額には期末日
満期手形が含まれてお
ります。 

受取手形割引高 103 
  〃 裏書譲渡高 5 

３．保証債務 688 277 271 

４．自己株式(子会社の所有する親会社株
式含む) 

2,263,537 株 2,263,506 株 2,264,145 株 

５．現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高と貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 

   

現金及び預金 2,088 3,656 4,045 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △269   △296   △283 
現金及び現金同等物 1,819 3,360 3,762 

６．中間期末（期末）日満期手形 中間期末日満期手形の会

計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処

理しております。中間期末日

満期手形の金額は次のとおり

であります。 

受取手形       1,307 

支払手形       1,192 

設備関係支払手形 137 

 

 

同   左 

 

 

 

受取手形       1,242 

支払手形       1,090 

設備関係支払手形 266 

期末日満期手形の会計処理

については、満期日に決済が

行われたものとして処理してお

ります。期末日満期手形の金

額は次のとおりであります。 

 

受取手形       1,436 

支払手形       1,157 

設備関係支払手形 198 
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（リース取引関係） 
 

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
（単位：百万円） 

当 中 間 期 前 中 間 期 前   期 

 機械装

置及び

運搬具 

その他 合計 

機械装

置及び

運搬具 

その他 合計 

機械装

置及び

運搬具 

その他 合計 

取 得 価 額 相 当 額 6,300 738 7,038 6,421 715 7,137 6,421 841 7,262 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 5,358 403 5,762 5,019 380 5,399 5,266 449 5,715 

中間期末(期末)残高相当額 941 334 1,276 1,401 335 1,737 1,154 391 1,546 

(注)  取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

（単位：百万円） 

 当 中 間 期 前 中 間 期 前   期 

１ 年 以 内 600 612 608 

１ 年 超 675 1,125 938 

合 計 1,276 1,737 1,546 

(注)  未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

（単位：百万円） 

 当 中 間 期 前 中 間 期 前   期 

支 払 リ ー ス 料 316 322 641 

減 価 償 却 費 相 当 額 316 322 641 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 
 



中越パルプ（連結）－11－ 

（有価証券） 
・当中間期末（平成 13 年 9 月 30 日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                                         （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

（１）株      式 ３，６６９ ３，７７５ １０６ 

（２）債      券 ２７８ ２７９ ０ 

（３）そ  の  他 － － － 

合     計 ３，９４８ ４，０５５ １０６ 

２．時価のない有価証券の内容 

                               （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 

（１）株式(店頭売買株式を除く) １，７９４ 

（２）債      券 － 

（３）そ  の  他 － 

合     計 １，７９４ 

 

・前中間期末（平成 12 年 9 月 30 日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                                         （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

（１）株      式 ４，４２１ ４，２１５ △ ２０５ 

（２）債      券 ２８３ ２８５ ２ 

（３）そ  の  他 － － － 

合     計 ４，７０４ ４，５０１ △ ２０３ 

２．時価のない有価証券の内容 

                               （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 

（１）株式(店頭売買株式を除く) ２，７４６ 

（２）債      券 － 

（３）そ  の  他 － 

合     計 ２，７４６ 

 

・前期末（平成 13 年 3 月 31 日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                                         （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

（１）株      式 ３，７３１ ４，０７３ ３４１ 

（２）債      券 ２８０ ２８４ ４ 

（３）そ  の  他 － － － 

合     計 ４，０１２ ４，３５７ ３４５ 

２．時価のない有価証券の内容 

                               （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

（１）株式(店頭売買株式を除く) １，４８８ 

（２）債      券 － 

（３）そ  の  他 － 

合     計 １，４８８ 

 



中越パルプ（連結）－12－ 

 
セ グ メ ン ト 情 報 

（１）事業の種類別セグメント情報 

・当中間期 (H13.4.1～H13.9.30)                                              （単位：百万円） 

 
紙・パルプ及び 
紙製品製造事業 

その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 ５４，１６８ １，８３７ ５６，００６ － ５６，００６ 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 ４８ ４，２５４ ４，３０２ （４，３０２） － 

計 ５４，２１６ ６，０９２ ６０，３０８ （４，３０２） ５６，００６ 

営 業 費 用 ５１，４３４ ５，９１６ ５７，３５１ （４，３１０） ５３，０４０ 

営 業 利 益 ２，７８２ １７５ ２，９５７ ８ ２，９６５ 

（注）１．事業区分は､製品の製造方法の類似性を考慮して区分しております｡ 
   ２．各区分の主な製品 
    （１）紙・パルプ及び紙製品製造事業 … … … 紙・パルプ・紙加工品他 
    （２）その他の事業 … … … ビル賃貸・運送・建設施工・工業薬品・紙断裁他 

 

・前中間期 (H12.4.1～H12.9.30)                                              （単位：百万円） 

 
紙・パルプ及び 
紙製品製造事業 

その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 ５６，００９ １，７２８ ５７，７３７ － ５７，７３７ 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 ５１ ４，３５５ ４，４０７ （４，４０７） － 

計 ５６，０６１ ６，０８４ ６２，１４５ （４，４０７） ５７，７３７ 

営 業 費 用 ５２，２７６ ５，９１５ ５８，１９１ （４，４１６） ５３，７７５ 

営 業 利 益 ３，７８５ １６８ ３，９５３ ９ ３，９６２ 

 

・前期 (H12.4.1～H13.3.31)                                                 （単位：百万円） 

 
紙・パ ル プ 及 び 
紙製品製造事業 

その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 １１２，１８６ ３，５５９ １１５，７４６ － １１５，７４６ 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 １０２ ８，６４４ ８，７４６ （８，７４６） － 

計 １１２，２８８ １２，２０４ １２４，４９３ （８，７４６） １１５，７４６ 

営 業 費 用 １０４，３４１ １１，８８９ １１６，２３１ （８，７６４） １０７，４６６ 

営 業 利 益 ７，９４６ ３１４ ８，２６１ １７ ８，２７９ 

 

（２）所在地別セグメント情報 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため､記載しておりません｡ 
 

（３）海外売上高 

海外売上高は連結売上高の１０％未満のため､記載を省略しております｡ 
 



中越パルプ（連結）－13－ 

 
販 売 の 状 況 

                                            （単位：百万円） 

 
当中間期 

(H13.4.1～H13.9.30) 

前中間期 

(H12.4.1～H12.9.30) 

前        期 

(H12.4.1～H13.3.31) 

紙 ４８，４２３ ４９，４６２ ９８，９５１ 

パ ル プ ７９ ４３５ ７７１ 

紙 加 工 品 他 ５，６６５ ６，１１１ １２，４６３ 

紙 ・ パ ル プ 及 び 
紙 製 品 製 造 事 業 

計 ５４，１６８ ５６，００９ １１２，１８６ 

そ の 他 の 事 業 １，８３７ １，７２８ ３，５５９ 

合 計 ５６，００６ ５７，７３７ １１５，７４６ 

 
 
 
 


